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Ⅰ．フィジタル（Phygital）とは

「Physical」と「Digital」を組合せた造
語で、店舗・人的リソースなどの金融機
関が有するフィジカル（物理）資産と、
先端的なデジタルテクノロジーの有機的
な融合を意味している。

フィジカルとデジタルの融合は、顧客体
験やビジネスモデルの変革と、企業のオ
ペレーションモデルに変革をもたらす。

時間・場所の制約から顧客を解放し、店
頭での金融取引の簡素化・利便性向上や
意思決定支援などの新たな顧客体験の提
供に繋がる。また、企業にとっても人的
オペレーションの代替による業務効率・
品質の向上、そこから創出される人的リ
ソースをより注力すべき領域に投下する
機会を生み出す。

Ⅱ．いま、なぜフィジタルなのか

デジタルで顧客は賢くわがままに

デジタルに慣れ親しんだ顧客は、次々に
生まれる新たなサービスの取捨選択の経
験を経て、価値あるサービスを賢く目利
きする力が高まっている。目利きのでき
る顧客は、「機能の利便性」にとどまら
ず、「いかに自身の欲望実現に役立つ
か」という高い期待値でサービスを評価
する。そのため、金融機関も単なる「金
融機能提供者」から脱却し、業際を超え
て顧客欲望をかなえる価値を提案・提供
する「顧客欲望実現企業」への進化が求
められている。

取引手数料中心の収益モデルの限界

国内人口は減少トレンドにあり、顧客基
盤の拡大に伴う成長は期待しがたい。ま
た、金融機関の間での価格競争やフィン
テックの台頭に伴い、取引手数料は低単
価化の道を辿っており、収益構造の見直
しが迫られている。持続的な成長のため
には、新たな収益獲得へのチャレンジは
避けられず、金融・非金融の垣根を越え
て顧客の欲望実現を支援するアドバイス

やコンサルティング等の付加価値提供に
その活路があると考える。

求められるデジタル企業との差別化

デジタルの特性を活かした利便性や手数
料の安さを強みに、デジタル企業の金融
参入が加速している。顧客はデジタル金
融サービスのメリットを享受する一方
で、意思決定の支援や複雑な取引では依
然としてヒューマンサービスに期待する
声も根強い。

デジタル時代において伝統的な金融機関
が競争優位を築くためには、信頼・安心
をもって相談できる店舗網、経験豊富な
人材、柔軟なオペレーションなどのフィ
ジカル資産の強みを活かし、そこにデジ
タル・ケイパビリティを融合させ、差別
化された顧客体験・サービスを提供する
ことが重要となる。

～業務改革を通じた真の働き方改革の実現

働き方改革が日本の社会や企業において大きなテーマとなっている。
昨年行われた日本経済新聞社の調査によると、上場企業の7割が長時間労働
是正を働き方改革の最優先課題としているという。(*1)

金融機関でも働き方改革を掲げた取り組みが進められている。

一方で、「経営層からワークライフバランスを進めよとの掛け声はかかる
が、具体的な実現手段は示されず、機械的な早帰りや残業規制によって逆に
働きにくくなっている」、「制度やシステムは入れたが使う側の人材・意識
が伴っておらず、働く実態は何も変わっていない」、という悩みを聞くこと
も少なくない。

本稿では、金融機関において働き方改革が求められる背景・現状課題を整理
した。それを踏まえ、目指すべき方向、成功に導く推進の要諦について考察
する。

本稿を通じ、金融機関各社が働き方改革を進めるうえでの手がかりをつかむ
ことの一助となれば幸いである。
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1．働き方改革が求められる背景

金融機関に働き方改革が求められる背景
には、労働力の供給サイドである従業員
側、需要サイドである事業側の両面で起
きている変化がある。

供給サイドでは、少子高齢化による労働
者人口の減少により、女性、高齢者、外
国人労働者の増加の流れが加速してい
る。これを受け長時間労働の改善や、男
女間・雇用形態間の処遇是正など、労働
環境の改善や多様な働き方へのニーズが
増大している。

需要サイドでは、国内市場の縮小、マイ
ナス金利による金利収入減少、テクノロ
ジ－企業や異業種との競争激化などが生
じている。これを受け従来の収益基盤か
ら、より付加価値の高い新たなビジネス
モデルへ転換し、既存ビジネスのコスト
削減を進める必要に迫られている。

金融機関における働き方改革

2．金融機関における働き方の現状

このような環境変化の中、金融機関が取
り組む働き方改革とは、単に「働きやす
い環境を作る」に留まらず、「より高い
価値を出していく新たな仕事の定義」に
向けた取り組みにしなければならない。

しかし各金融機関の取り組みを聞くと、
働きやすい環境作りも十分に対応しきれ
ていないのが現状だ。取り組み方は大き
く2つに分けられる。

1つ目は「掛け声先行型」である。残業
時間削減を目的とした「早帰り運動」、
「就業時間キャップ」などの運動や制度
整備を推進するが、生産性向上の実現手
段（エネーブラー）が不在となってい
る。そのため必要な活動時間が確保でき
ず機会損失や改革活動の後回し、持ち帰
り残業などが生じている。

2つ目は「テクノロジー先行型」であ
る。リモートワークのためのモバイル端
末やコミュニケーション促進のための
ツールを導入するが、使う側は対面での
仕事に慣れており、ツールに慣れるまで
の非効率や、顔を合わせないことで相手
への伝わり度合が掴みづらくなることを
懸念して活用が進まない。またIT部門主
導で共通基盤として進めてしまい、業務
側の真の繁忙要因に適合していないこと
も働く実態が変わらない一因となる。

2つの取り組み方に共通する課題は、各
部門の仕事の実態に対する踏み込みが弱
いことである。現状を把握し、求める仕
事の成果を実現する枠組みに見直さなけ
れば、表面的な労働時間短縮やツール導
入にとどまる。結果、矛盾を抱えた現場
は疲弊し、企業価値は逓減していく。

Ⅲ．フィジタルによる変革の方向性

デジタルの活用により金融機関と顧客の
接点は大きく変化した。ここでは顧客の
身近にある顧客接点として金融機関の店
舗に着目し、フィジタルが店舗でどう活
用されるかを考察する。

1．来店顧客の拡大に向けて

銀行の場合、店舗での顧客接点は平日9

時～15時に限られている。また、金融機
関に敷居の高さを感じ、来店は金融取引
の必要性がある時に限られている。好立
地の店舗網を活用し、金融取引に縛られ
ずに広く顧客に開放することで、接触機
会の拡大が期待される。

海外の金融機関では、店舗内にカフェス
ペースを設けてフリーWi-Fiを提供し、
金融取引のニーズがない顧客の気軽な来
店を誘導している。そして店内にデジタ
ル・ウォール（壁面型の双方向デジタル
スクリーン端末）を設置し、自社のブラ

ンド認知を図るとともに、地域情報等を
発信して店舗をコミュニティの場として
活用している。また、シンガポールの
DBS銀行では、顧客の欲望に寄り添う異
業種商品（ショッピング優待、自動車展
示など）を提供することで、来店機会の
拡大と金融ニーズに繋がる消費喚起を同
時に実現している。

2．デジタル利用の啓蒙に向けて

金融機関の店舗は単に取引・手続を行う
にとどまらず、金融サービスのショー
ケースとしての体験の場にもなる。金融
各社はオンライン取引のサービスを提供
しているが、実際に利用している顧客は
限定的だ。来店時にタブレット等を用い
てデジタルサービスの利用方法を案内
し、実際に自らの目で見て、手で触れる
ことでその利便性を実感し、顧客のデジ
タル利用を啓蒙することができる。店舗
はデジタルへの入口であり、デジタル利
用を活性化するうえでの先鋒という位置
づけである。

アイルランドのAIB銀行では、店舗内に顧
客教育を目的とした「The Lab（Learning 

about banking）」を併設し、そこにスタッ
フを配置して、金融デジタルサービスの
利用促進に向けた顧客教育を行っている。

3．さらなる付加価値提供に向けて

店舗が担う最も重要な役割は、セールス
である。デジタルにより金融取引の利便
性が向上している中、対面チャネルでは
よりパーソナライズされた「相談型サー
ビス」が求められている。そのため、定
型的なセールストークや勘・経験に基づ
く属人的な営業から脱却し、一人ひとり
の状況・条件に応じた最適な金融サービ
スの提案を支援するためのデジタル活用
が重要になる。店頭の営業端末・タブ
レットで既知の顧客情報や過去取引が把
握できることはもちろんのこと、顧客と
の対話で得られた情報を随時タブレット
等に入力することで、顧客ごとのパーソ
ナライズされた商品のアドバイスや、既

存資産のリバランスを含むコンサルティ
ングなど、営業の後方支援をするデジタ
ルの活用は有効だ。

欧州のある金融機関では、店頭接客時に
ECサイトの「カート」のようにクロス
セルする商品をマークし提案局面でそれ
らを総合提案することで、商品販売数を
4割向上させた。また、スペインのある
銀行では、わずか2タップで自動車ロー
ンの契約が可能なデジタル機能をカー
ディーラーに提供している。ディーラー
はタブレット上で自動車のオプション選
択にローン締結のプロセスを統合し、購
買意欲が高まっているその場で購買を完
結させることで、顧客・ディーラー・金
融機関にとってのトリプル・ウィンを実
現している。

4．新たな顧客体験の追求に向けて

金融機関は顧客から絶対的な安心感が求
められる反面、その手続きは煩雑・面倒

で顧客にとっても負担が大きい。そこ
で、顧客の手間や手続き上の阻害要因を
排除し、洗練された顧客体験によってロ
イヤリティ向上を図るデジタル活用の余
地は大きい。

たとえば、契約手続きは完全なペーパー
レス化に移行し、生体認証により印鑑さ
えも不要になる。また、住所変更等の手
続きは、店内のタブレットやキオスク端
末を介して顧客が待たず・並ばず実施す
るセルフサービス型への切替もできる。
中国のある銀行では、店舗にテレビ電話
機能を搭載したATMを設置し、24時間
いつでも各種サービスの相談・手続きが
可能だ。これにより、顧客には通常の営
業時間に縛られない顧客体験を提供する
とともに、銀行には店舗ごとに営業リ
ソースを配置するよりもトータルで効率
の良いオペレーションをもたらしている。

Ⅳ．フィジタル変革の推進観点

デジタルが進展していく中、金融機関の
資産である店舗・人材などのフィジカル
サイドのあり方が改めて問われている。
フィジカルとデジタルを独立した要素と
して捉えるのではなく、金融機関の貴重
な経営資源であるフィジカルの要素に、
新たなデジタル・ケイパビリティを融合
させ、独自の競争力を備えることが非常
に重要になる。そして、デジタル活用は
顧客サービスや顧客体験に変化をもたら
すことに加え、そこに関わる人材の役割
の見直しも同時に迫ることになる。その
ことを念頭に、より俯瞰的な視点から、
デジタルを活用した経営戦略・方向性を
練ることも金融機関には求められる。

3．金融機関における働き方改革
とは

前述の課題を回避するには、図表1に示
すように「仕事の成果」を再定義し、具
体的な「働き方モデル」を示し、実現手
段である「エネーブラー」の導入を進め
ることが必要である。

（i）エネーブラーの導入

掛け声先行型の課題には、エネーブラー
の導入が有効である。エネーブラーは、
ITツール、業務プロセス、オフィスなど
のハード面と、人事制度やカルチャー変
革などソフト面がある。

早帰りや残業規制は心理的な後押しにな
るが、抱える業務量や業務効率性は変わ
らないため、部門や個人に依存した改善
に委ねられる。ハード・ソフトの両面の
エネーブラーの導入があって本質的な働
き方の改革ができる。

弊社の取り組み事例をご紹介する。遠隔
でもコラボレーション可能なツールは導
入済みであったが、フィンテックやデジ
タルに関する要望が増える中、クライア
ントや外部専門家も巻き込んでイノベー
ションを起こす働き方も求められるよう
になった。そこで「アクセンチュア・デ
ジタル・ハブ」という新たなオフィスを
設置し、内外の専門人材同士が対面で連
携しあうのに適した環境を提供している。

同時に人事制度も改革を行った。従来の
階層別基準に基づく「到達度合」の評価
制度から、一人ひとりの「成長」に焦点
を当てた評価制度に改定した。これによ
り、社員がスキルや一芸を極めて時間に
よらない高い価値を出し続ける働き方を
後押ししている。

（ⅱ）働き方モデルの定義

テクノロジー先行型の課題には、働き方
モデルの定義が有効である。ツールを具

体的にどのように使うのか、各部門の実
態も踏まえて示すことで、働き方改革の
方向性や解消すべき課題の理解も進む。

「他社が導入した事例」に倣い、現場で
どう使うのかの検証が不十分なまま導入
してしまうと、働き方改革には至らな
い。例えばタブレットを導入しても、紙
からタブレットになっただけで働き方自
体が変わっていない。タブレット導入自
体に多額の費用がかかり、モバイル対応
していない自社システムは多数残存し、
現場で役立つアプリ開発は後回しにされ
る。そして、今までと同じように自席
PCに戻って資料を修正する、といった
ことが起きてしまう。

エネ―ブラー導入自体が目的化すること
を避けるためには、業務改革と同様に働
き方改革でも、既存の働き方を可視化
し、あるべき姿（働き方モデル）を定義
したうえで、適したツールや制度を選定
していく必要がある。

（ⅲ）仕事の成果再定義

あるべき姿（働き方モデル）を検討する
にあたっては、既存の求める仕事の成果
や業務効率を最大化すべきなのか、成果
そのものの再定義が必要なのか検証する
必要がある。

例えば、ロボティクス導入が進む事務領
域においては、事務を確実・正確にこな
すことではなく、業務プロセス自体を見
直すことが求められる成果に変化しはじ
めている。

より高い価値を出すビジネスモデルに転
換する中、各部門や個人が期待される成
果がどこにあるのか、中長期の観点を
もって再定義するためには、現場へ踏み
込んで改革を進めることになる。

4．働き方改革推進の要諦

働き方改革をどのように推進していくべ
きか、アプローチを図表2に示した。

初めに働き方モデルの仮説策定を行う。
次に実態把握を通じてモデルを具体化す
る。そのうえで掛け声で終わらせないた
め適切なエネーブラーを選択・展開する
ことが主な流れとなる。この中で最も重
要なカギとなるのが、働き方の実態把握
である。

実態把握の中で明らかにすべきことは、
ワークサンプリングや労働時間調査に加
えて、どんな行動が高い確率で仕事の成
果に結びついているのか、どんなスキ
ル、資質を持った人材が誰と関わり成果
を出しているのかを明らかにすることが
必要である。分析にあたってはヒアリン
グなどから得られる定性データだけでな
く 、 メ ー ル やP C ロ グ な ど の 行 動 デ ー
タ、人事データを交えて多角的な分析を
行うことが必要である。これらの深く多
角的なデータによって、成果に結び付く
働き方モデルの構築や構築後の変革のモ
ニタリング・持続改善が可能になる。

5．最後に
働き方改革は、経営、従業員、テクノロ
ジーの目線で、自社の目指す価値の再定
義や、その出し方を根本から見直すこと
まで考え直す経営課題である。

弊社は、金融業界に特化した人材組織マ
ネジメントチーム、最先端のテクノロ
ジーコンサルティングチームの知見を
もって、この課題解決を支援していく。

(*1) 「2017/1/10付日本経済新聞　
朝刊　日本経済新聞、日経リサーチ　
働き方改革調査」より出典　　
http://www.nikkei.com/article/DGKKA

SFS06H60_W7A100C1NN1000/
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する。そのため、金融機関も単なる「金
融機能提供者」から脱却し、業際を超え
て顧客欲望をかなえる価値を提案・提供
する「顧客欲望実現企業」への進化が求
められている。

取引手数料中心の収益モデルの限界

国内人口は減少トレンドにあり、顧客基
盤の拡大に伴う成長は期待しがたい。ま
た、金融機関の間での価格競争やフィン
テックの台頭に伴い、取引手数料は低単
価化の道を辿っており、収益構造の見直
しが迫られている。持続的な成長のため
には、新たな収益獲得へのチャレンジは
避けられず、金融・非金融の垣根を越え
て顧客の欲望実現を支援するアドバイス

やコンサルティング等の付加価値提供に
その活路があると考える。

求められるデジタル企業との差別化

デジタルの特性を活かした利便性や手数
料の安さを強みに、デジタル企業の金融
参入が加速している。顧客はデジタル金
融サービスのメリットを享受する一方
で、意思決定の支援や複雑な取引では依
然としてヒューマンサービスに期待する
声も根強い。

デジタル時代において伝統的な金融機関
が競争優位を築くためには、信頼・安心
をもって相談できる店舗網、経験豊富な
人材、柔軟なオペレーションなどのフィ
ジカル資産の強みを活かし、そこにデジ
タル・ケイパビリティを融合させ、差別
化された顧客体験・サービスを提供する
ことが重要となる。

1．働き方改革が求められる背景

金融機関に働き方改革が求められる背景
には、労働力の供給サイドである従業員
側、需要サイドである事業側の両面で起
きている変化がある。

供給サイドでは、少子高齢化による労働
者人口の減少により、女性、高齢者、外
国人労働者の増加の流れが加速してい
る。これを受け長時間労働の改善や、男
女間・雇用形態間の処遇是正など、労働
環境の改善や多様な働き方へのニーズが
増大している。

需要サイドでは、国内市場の縮小、マイ
ナス金利による金利収入減少、テクノロ
ジ－企業や異業種との競争激化などが生
じている。これを受け従来の収益基盤か
ら、より付加価値の高い新たなビジネス
モデルへ転換し、既存ビジネスのコスト
削減を進める必要に迫られている。

2．金融機関における働き方の現状

このような環境変化の中、金融機関が取
り組む働き方改革とは、単に「働きやす
い環境を作る」に留まらず、「より高い
価値を出していく新たな仕事の定義」に
向けた取り組みにしなければならない。

しかし各金融機関の取り組みを聞くと、
働きやすい環境作りも十分に対応しきれ
ていないのが現状だ。取り組み方は大き
く2つに分けられる。

1つ目は「掛け声先行型」である。残業
時間削減を目的とした「早帰り運動」、
「就業時間キャップ」などの運動や制度
整備を推進するが、生産性向上の実現手
段（エネーブラー）が不在となってい
る。そのため必要な活動時間が確保でき
ず機会損失や改革活動の後回し、持ち帰
り残業などが生じている。

2つ目は「テクノロジー先行型」であ
る。リモートワークのためのモバイル端
末やコミュニケーション促進のための
ツールを導入するが、使う側は対面での
仕事に慣れており、ツールに慣れるまで
の非効率や、顔を合わせないことで相手
への伝わり度合が掴みづらくなることを
懸念して活用が進まない。またIT部門主
導で共通基盤として進めてしまい、業務
側の真の繁忙要因に適合していないこと
も働く実態が変わらない一因となる。

2つの取り組み方に共通する課題は、各
部門の仕事の実態に対する踏み込みが弱
いことである。現状を把握し、求める仕
事の成果を実現する枠組みに見直さなけ
れば、表面的な労働時間短縮やツール導
入にとどまる。結果、矛盾を抱えた現場
は疲弊し、企業価値は逓減していく。

Ⅲ．フィジタルによる変革の方向性

デジタルの活用により金融機関と顧客の
接点は大きく変化した。ここでは顧客の
身近にある顧客接点として金融機関の店
舗に着目し、フィジタルが店舗でどう活
用されるかを考察する。

1．来店顧客の拡大に向けて

銀行の場合、店舗での顧客接点は平日9

時～15時に限られている。また、金融機
関に敷居の高さを感じ、来店は金融取引
の必要性がある時に限られている。好立
地の店舗網を活用し、金融取引に縛られ
ずに広く顧客に開放することで、接触機
会の拡大が期待される。

海外の金融機関では、店舗内にカフェス
ペースを設けてフリーWi-Fiを提供し、
金融取引のニーズがない顧客の気軽な来
店を誘導している。そして店内にデジタ
ル・ウォール（壁面型の双方向デジタル
スクリーン端末）を設置し、自社のブラ

ンド認知を図るとともに、地域情報等を
発信して店舗をコミュニティの場として
活用している。また、シンガポールの
DBS銀行では、顧客の欲望に寄り添う異
業種商品（ショッピング優待、自動車展
示など）を提供することで、来店機会の
拡大と金融ニーズに繋がる消費喚起を同
時に実現している。

2．デジタル利用の啓蒙に向けて

金融機関の店舗は単に取引・手続を行う
にとどまらず、金融サービスのショー
ケースとしての体験の場にもなる。金融
各社はオンライン取引のサービスを提供
しているが、実際に利用している顧客は
限定的だ。来店時にタブレット等を用い
てデジタルサービスの利用方法を案内
し、実際に自らの目で見て、手で触れる
ことでその利便性を実感し、顧客のデジ
タル利用を啓蒙することができる。店舗
はデジタルへの入口であり、デジタル利
用を活性化するうえでの先鋒という位置
づけである。

アイルランドのAIB銀行では、店舗内に顧
客教育を目的とした「The Lab（Learning 

about banking）」を併設し、そこにスタッ
フを配置して、金融デジタルサービスの
利用促進に向けた顧客教育を行っている。

3．さらなる付加価値提供に向けて

店舗が担う最も重要な役割は、セールス
である。デジタルにより金融取引の利便
性が向上している中、対面チャネルでは
よりパーソナライズされた「相談型サー
ビス」が求められている。そのため、定
型的なセールストークや勘・経験に基づ
く属人的な営業から脱却し、一人ひとり
の状況・条件に応じた最適な金融サービ
スの提案を支援するためのデジタル活用
が重要になる。店頭の営業端末・タブ
レットで既知の顧客情報や過去取引が把
握できることはもちろんのこと、顧客と
の対話で得られた情報を随時タブレット
等に入力することで、顧客ごとのパーソ
ナライズされた商品のアドバイスや、既

存資産のリバランスを含むコンサルティ
ングなど、営業の後方支援をするデジタ
ルの活用は有効だ。

欧州のある金融機関では、店頭接客時に
ECサイトの「カート」のようにクロス
セルする商品をマークし提案局面でそれ
らを総合提案することで、商品販売数を
4割向上させた。また、スペインのある
銀行では、わずか2タップで自動車ロー
ンの契約が可能なデジタル機能をカー
ディーラーに提供している。ディーラー
はタブレット上で自動車のオプション選
択にローン締結のプロセスを統合し、購
買意欲が高まっているその場で購買を完
結させることで、顧客・ディーラー・金
融機関にとってのトリプル・ウィンを実
現している。

4．新たな顧客体験の追求に向けて

金融機関は顧客から絶対的な安心感が求
められる反面、その手続きは煩雑・面倒

で顧客にとっても負担が大きい。そこ
で、顧客の手間や手続き上の阻害要因を
排除し、洗練された顧客体験によってロ
イヤリティ向上を図るデジタル活用の余
地は大きい。

たとえば、契約手続きは完全なペーパー
レス化に移行し、生体認証により印鑑さ
えも不要になる。また、住所変更等の手
続きは、店内のタブレットやキオスク端
末を介して顧客が待たず・並ばず実施す
るセルフサービス型への切替もできる。
中国のある銀行では、店舗にテレビ電話
機能を搭載したATMを設置し、24時間
いつでも各種サービスの相談・手続きが
可能だ。これにより、顧客には通常の営
業時間に縛られない顧客体験を提供する
とともに、銀行には店舗ごとに営業リ
ソースを配置するよりもトータルで効率
の良いオペレーションをもたらしている。

Ⅳ．フィジタル変革の推進観点

デジタルが進展していく中、金融機関の
資産である店舗・人材などのフィジカル
サイドのあり方が改めて問われている。
フィジカルとデジタルを独立した要素と
して捉えるのではなく、金融機関の貴重
な経営資源であるフィジカルの要素に、
新たなデジタル・ケイパビリティを融合
させ、独自の競争力を備えることが非常
に重要になる。そして、デジタル活用は
顧客サービスや顧客体験に変化をもたら
すことに加え、そこに関わる人材の役割
の見直しも同時に迫ることになる。その
ことを念頭に、より俯瞰的な視点から、
デジタルを活用した経営戦略・方向性を
練ることも金融機関には求められる。

図表1   アクセンチュアの働き方改革モデルと現状の取り組み方

2017 Accenture All rights reserved. ©

3．金融機関における働き方改革
とは

前述の課題を回避するには、図表1に示
すように「仕事の成果」を再定義し、具
体的な「働き方モデル」を示し、実現手
段である「エネーブラー」の導入を進め
ることが必要である。

（i）エネーブラーの導入

掛け声先行型の課題には、エネーブラー
の導入が有効である。エネーブラーは、
ITツール、業務プロセス、オフィスなど
のハード面と、人事制度やカルチャー変
革などソフト面がある。

早帰りや残業規制は心理的な後押しにな
るが、抱える業務量や業務効率性は変わ
らないため、部門や個人に依存した改善
に委ねられる。ハード・ソフトの両面の
エネーブラーの導入があって本質的な働
き方の改革ができる。

弊社の取り組み事例をご紹介する。遠隔
でもコラボレーション可能なツールは導
入済みであったが、フィンテックやデジ
タルに関する要望が増える中、クライア
ントや外部専門家も巻き込んでイノベー
ションを起こす働き方も求められるよう
になった。そこで「アクセンチュア・デ
ジタル・ハブ」という新たなオフィスを
設置し、内外の専門人材同士が対面で連
携しあうのに適した環境を提供している。

同時に人事制度も改革を行った。従来の
階層別基準に基づく「到達度合」の評価
制度から、一人ひとりの「成長」に焦点
を当てた評価制度に改定した。これによ
り、社員がスキルや一芸を極めて時間に
よらない高い価値を出し続ける働き方を
後押ししている。

（ⅱ）働き方モデルの定義

テクノロジー先行型の課題には、働き方
モデルの定義が有効である。ツールを具

体的にどのように使うのか、各部門の実
態も踏まえて示すことで、働き方改革の
方向性や解消すべき課題の理解も進む。

「他社が導入した事例」に倣い、現場で
どう使うのかの検証が不十分なまま導入
してしまうと、働き方改革には至らな
い。例えばタブレットを導入しても、紙
からタブレットになっただけで働き方自
体が変わっていない。タブレット導入自
体に多額の費用がかかり、モバイル対応
していない自社システムは多数残存し、
現場で役立つアプリ開発は後回しにされ
る。そして、今までと同じように自席
PCに戻って資料を修正する、といった
ことが起きてしまう。

エネ―ブラー導入自体が目的化すること
を避けるためには、業務改革と同様に働
き方改革でも、既存の働き方を可視化
し、あるべき姿（働き方モデル）を定義
したうえで、適したツールや制度を選定
していく必要がある。

（ⅲ）仕事の成果再定義

あるべき姿（働き方モデル）を検討する
にあたっては、既存の求める仕事の成果
や業務効率を最大化すべきなのか、成果
そのものの再定義が必要なのか検証する
必要がある。

例えば、ロボティクス導入が進む事務領
域においては、事務を確実・正確にこな
すことではなく、業務プロセス自体を見
直すことが求められる成果に変化しはじ
めている。

より高い価値を出すビジネスモデルに転
換する中、各部門や個人が期待される成
果がどこにあるのか、中長期の観点を
もって再定義するためには、現場へ踏み
込んで改革を進めることになる。

4．働き方改革推進の要諦

働き方改革をどのように推進していくべ
きか、アプローチを図表2に示した。

初めに働き方モデルの仮説策定を行う。
次に実態把握を通じてモデルを具体化す
る。そのうえで掛け声で終わらせないた
め適切なエネーブラーを選択・展開する
ことが主な流れとなる。この中で最も重
要なカギとなるのが、働き方の実態把握
である。

実態把握の中で明らかにすべきことは、
ワークサンプリングや労働時間調査に加
えて、どんな行動が高い確率で仕事の成
果に結びついているのか、どんなスキ
ル、資質を持った人材が誰と関わり成果
を出しているのかを明らかにすることが
必要である。分析にあたってはヒアリン
グなどから得られる定性データだけでな
く 、 メ ー ル やP C ロ グ な ど の 行 動 デ ー
タ、人事データを交えて多角的な分析を
行うことが必要である。これらの深く多
角的なデータによって、成果に結び付く
働き方モデルの構築や構築後の変革のモ
ニタリング・持続改善が可能になる。

5．最後に
働き方改革は、経営、従業員、テクノロ
ジーの目線で、自社の目指す価値の再定
義や、その出し方を根本から見直すこと
まで考え直す経営課題である。

弊社は、金融業界に特化した人材組織マ
ネジメントチーム、最先端のテクノロ
ジーコンサルティングチームの知見を
もって、この課題解決を支援していく。

(*1) 「2017/1/10付日本経済新聞　
朝刊　日本経済新聞、日経リサーチ　
働き方改革調査」より出典　　
http://www.nikkei.com/article/DGKKA

SFS06H60_W7A100C1NN1000/

アクセンチュアの「働き方」改革モデル 現状の取り組み方
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仕事の成果
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エネーブラー
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1．働き方改革が求められる背景

金融機関に働き方改革が求められる背景
には、労働力の供給サイドである従業員
側、需要サイドである事業側の両面で起
きている変化がある。

供給サイドでは、少子高齢化による労働
者人口の減少により、女性、高齢者、外
国人労働者の増加の流れが加速してい
る。これを受け長時間労働の改善や、男
女間・雇用形態間の処遇是正など、労働
環境の改善や多様な働き方へのニーズが
増大している。

需要サイドでは、国内市場の縮小、マイ
ナス金利による金利収入減少、テクノロ
ジ－企業や異業種との競争激化などが生
じている。これを受け従来の収益基盤か
ら、より付加価値の高い新たなビジネス
モデルへ転換し、既存ビジネスのコスト
削減を進める必要に迫られている。

2．金融機関における働き方の現状

このような環境変化の中、金融機関が取
り組む働き方改革とは、単に「働きやす
い環境を作る」に留まらず、「より高い
価値を出していく新たな仕事の定義」に
向けた取り組みにしなければならない。

しかし各金融機関の取り組みを聞くと、
働きやすい環境作りも十分に対応しきれ
ていないのが現状だ。取り組み方は大き
く2つに分けられる。

1つ目は「掛け声先行型」である。残業
時間削減を目的とした「早帰り運動」、
「就業時間キャップ」などの運動や制度
整備を推進するが、生産性向上の実現手
段（エネーブラー）が不在となってい
る。そのため必要な活動時間が確保でき
ず機会損失や改革活動の後回し、持ち帰
り残業などが生じている。

2つ目は「テクノロジー先行型」であ
る。リモートワークのためのモバイル端
末やコミュニケーション促進のための
ツールを導入するが、使う側は対面での
仕事に慣れており、ツールに慣れるまで
の非効率や、顔を合わせないことで相手
への伝わり度合が掴みづらくなることを
懸念して活用が進まない。またIT部門主
導で共通基盤として進めてしまい、業務
側の真の繁忙要因に適合していないこと
も働く実態が変わらない一因となる。

2つの取り組み方に共通する課題は、各
部門の仕事の実態に対する踏み込みが弱
いことである。現状を把握し、求める仕
事の成果を実現する枠組みに見直さなけ
れば、表面的な労働時間短縮やツール導
入にとどまる。結果、矛盾を抱えた現場
は疲弊し、企業価値は逓減していく。

図表2   働き方改革のアプローチ

2017 Accenture All rights reserved. ©

3．金融機関における働き方改革
とは

前述の課題を回避するには、図表1に示
すように「仕事の成果」を再定義し、具
体的な「働き方モデル」を示し、実現手
段である「エネーブラー」の導入を進め
ることが必要である。

（i）エネーブラーの導入

掛け声先行型の課題には、エネーブラー
の導入が有効である。エネーブラーは、
ITツール、業務プロセス、オフィスなど
のハード面と、人事制度やカルチャー変
革などソフト面がある。

早帰りや残業規制は心理的な後押しにな
るが、抱える業務量や業務効率性は変わ
らないため、部門や個人に依存した改善
に委ねられる。ハード・ソフトの両面の
エネーブラーの導入があって本質的な働
き方の改革ができる。

弊社の取り組み事例をご紹介する。遠隔
でもコラボレーション可能なツールは導
入済みであったが、フィンテックやデジ
タルに関する要望が増える中、クライア
ントや外部専門家も巻き込んでイノベー
ションを起こす働き方も求められるよう
になった。そこで「アクセンチュア・デ
ジタル・ハブ」という新たなオフィスを
設置し、内外の専門人材同士が対面で連
携しあうのに適した環境を提供している。

同時に人事制度も改革を行った。従来の
階層別基準に基づく「到達度合」の評価
制度から、一人ひとりの「成長」に焦点
を当てた評価制度に改定した。これによ
り、社員がスキルや一芸を極めて時間に
よらない高い価値を出し続ける働き方を
後押ししている。

（ⅱ）働き方モデルの定義

テクノロジー先行型の課題には、働き方
モデルの定義が有効である。ツールを具

体的にどのように使うのか、各部門の実
態も踏まえて示すことで、働き方改革の
方向性や解消すべき課題の理解も進む。

「他社が導入した事例」に倣い、現場で
どう使うのかの検証が不十分なまま導入
してしまうと、働き方改革には至らな
い。例えばタブレットを導入しても、紙
からタブレットになっただけで働き方自
体が変わっていない。タブレット導入自
体に多額の費用がかかり、モバイル対応
していない自社システムは多数残存し、
現場で役立つアプリ開発は後回しにされ
る。そして、今までと同じように自席
PCに戻って資料を修正する、といった
ことが起きてしまう。

エネ―ブラー導入自体が目的化すること
を避けるためには、業務改革と同様に働
き方改革でも、既存の働き方を可視化
し、あるべき姿（働き方モデル）を定義
したうえで、適したツールや制度を選定
していく必要がある。

（ⅲ）仕事の成果再定義

あるべき姿（働き方モデル）を検討する
にあたっては、既存の求める仕事の成果
や業務効率を最大化すべきなのか、成果
そのものの再定義が必要なのか検証する
必要がある。

例えば、ロボティクス導入が進む事務領
域においては、事務を確実・正確にこな
すことではなく、業務プロセス自体を見
直すことが求められる成果に変化しはじ
めている。

より高い価値を出すビジネスモデルに転
換する中、各部門や個人が期待される成
果がどこにあるのか、中長期の観点を
もって再定義するためには、現場へ踏み
込んで改革を進めることになる。

4．働き方改革推進の要諦

働き方改革をどのように推進していくべ
きか、アプローチを図表2に示した。

初めに働き方モデルの仮説策定を行う。
次に実態把握を通じてモデルを具体化す
る。そのうえで掛け声で終わらせないた
め適切なエネーブラーを選択・展開する
ことが主な流れとなる。この中で最も重
要なカギとなるのが、働き方の実態把握
である。

実態把握の中で明らかにすべきことは、
ワークサンプリングや労働時間調査に加
えて、どんな行動が高い確率で仕事の成
果に結びついているのか、どんなスキ
ル、資質を持った人材が誰と関わり成果
を出しているのかを明らかにすることが
必要である。分析にあたってはヒアリン
グなどから得られる定性データだけでな
く 、 メ ー ル やP C ロ グ な ど の 行 動 デ ー
タ、人事データを交えて多角的な分析を
行うことが必要である。これらの深く多
角的なデータによって、成果に結び付く
働き方モデルの構築や構築後の変革のモ
ニタリング・持続改善が可能になる。

5．最後に
働き方改革は、経営、従業員、テクノロ
ジーの目線で、自社の目指す価値の再定
義や、その出し方を根本から見直すこと
まで考え直す経営課題である。

弊社は、金融業界に特化した人材組織マ
ネジメントチーム、最先端のテクノロ
ジーコンサルティングチームの知見を
もって、この課題解決を支援していく。

(*1) 「2017/1/10付日本経済新聞　
朝刊　日本経済新聞、日経リサーチ　
働き方改革調査」より出典　　
http://www.nikkei.com/article/DGKKA

SFS06H60_W7A100C1NN1000/
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